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　　（１） 採択申請（前年度の12月頃までに）

事業実施にあたり、必要となる主な書類について説明します。

　　（２） 交付金交付申請（4月交付決定後）

　　（３） 実績報告（年度事業完了後）

　　（４） その他必要書類など

資料３３ 大区画化等加速化支援事業 必要書類について
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　　　　　① 地区採択申請書（別記様式第２号） →　作成例：P３

　　　　　② 大区画化等加速化計画（別記様式第１号） →　作成例：P４～P６

　　　　　③ 添付書類

　　　　　　　・位置図（地区が市町内のどのあたりかがわかる図面）

　　　　　　　・地域計画書の写し

　　　　　　　・対象農地の一覧表（任意様式） →　作成例：P７

　　　　　　　・農地所有者および土地改良区の同意書（任意様式） →　作成例：P８

　　　　　　　・隣接ほ場との高低差がわかる写真（高低差１０ｃｍを超える場合のみ）

　　（１） 採択申請に必要な書類と作成例
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　（１） ① 地区採択申請書の作成例
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　（1） ② 大区画化等加速化計画の作成例（その１）

隣接ほ場の高低差が１０ｃｍ以上の場合は、高低差がわかる写真を添付願います。

数量を入力
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　（1） ② 大区画化等加速化計画の作成例（その２）
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《７ 事業の活用イメージ図の作成例》

・地番、取組内容、通常、集約化、大区画化の区別を明示してください。

　（1） ② 大区画化等加速化計画（別記様式第１号）の作成例（その３）
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・筆ごとに、通常、集約化、大区画化のどれに該当するか明示してください。

・様式は任意です。（下表はP6のほ場図のR10の例です）

※各ほ場面積は、一筆ごとに１アール未満切り捨て、延長は１０メートル未満切り捨てとなります。

　（１） ③ 添付書類の作成例：対象農地一覧表
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　（１） ③ 添付書類の作成例：農地所有者および土地改良区の同意書
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　　　　　① 地区交付申請書（別記様式第４号） →　作成例：P１０

　　　　　② 大区画化等加速化計画（別記様式第１号） →　作成例：P１１

　・内示額（国予算額）が採択時の額と同じ場合

→　採択時の計画と同じもの

　・内示額（国予算額）が採択時の額と変わる場合（満額交付されない場合があります）

→　採択時の計画を変更

（年度計画の表、図面、対象農地一覧表を変更したもの）

　※内示額（国予算額）は、協議会から事業実施主体にお知らせします。

　（２） 交付申請に必要な書類と作成例
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　（２） ① 地区交付申請書の作成例
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　（２） ② 大区画化等加速化計画の作成例

もし、内示額（国予算額）が採択額と変わる場合、内示額で作成が必要です。

図面、農地一覧表も内示額に合わせて作成が必要です。
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　　　　　① 地区実績報告書 →　作成例：P１３

　　　　　② 大区画化等事業達成状況報告（別記様式第１号） →　作成例：P１４

　　　　　③ 添付書類

・対象農地一覧表 （最終実績版）

・工事完了写真 （工種ごと前中後）

・財産管理台帳 

・総事業費内訳表　等
資料4参照

　（３） 実績報告に必要な書類と作成例
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　（３） ① 地区実績報告書の作成例

実績数量を記入
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その他、図面等も最終実績のものを添付

　（３） ② 大区画化等事業達成状況報告の作成例（その１）

「実績額」を追記
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　（３） ② 大区画化等事業達成状況報告の作成例（その２）

施工前の写真と対比できるよう、同じ個所

の施工中と完了後の写真を添付
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　　　　　① 地区遂行状況報告

事業の遂行状況（出来高金額、出来高率）をお聞きします ： １２月頃

　　　　　② 地区事業計画変更申請

以下の場合は提出が必要です

　（１）総事業費の20パーセント以上の変動

　（２）受益面積の５パーセント以上かつ５ヘクタール以上の変動

　（３）事業実施期間の変更

　（４）計画の目標の変更

　　　　　③ 事業達成状況報告
　ハード事業完了年度に作成、翌年度９月までに報告
　達成状況が不十分と認められれば改善計画の提出が必要な場合がある

　　　　　④ 消費税仕入控除税額の報告
　申請時に、消費税仕入控除税額があり、これを減額せずに申請した場合は、
　税額確定後、報告するとともに返還が必要となります。

　（４） その他必要書類など
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